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介護予防・日常生活支援総合事業における「国が定める単価」について 

 
 
 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 

さて、介護予防・日常生活支援総合事業のサービスのうち、指定事業者により提供される

サービスの単価は、地域支援事業実施要綱において国が定める額を上限として、市町村が定

めることとされております。 

本年 12月 26日付（介 166）「2019年度介護報酬改定に向けた社会保障審議会介護給付費分

科会における審議報告の送付について」にて、消費税率の引き上げ及び介護人材の処遇改善

のための報酬改定が行われる旨をご連絡申し上げておりますが、総合事業の単価についても、

今後、地域支援事業実施要綱について添付資料のとおり改正が行われ、2019 年 10 月１日よ

り施行されることとなりました。 

また、総合事業の実施にかかる上限額については、これまでの単価改正時と同様に、見直

しを行うことは予定されておらず、今般の単価改正によって上限額を超える場合には、個別

協議により対応することとされております。 

なお、具体的な単位数等については、追って連絡することとされております。 

つきましては、貴会におかれましても本内容をご了知いただき、郡市区医師会及び会員へ

ご周知賜りたくよろしくお願い申し上げます。 

 
（添付資料） 
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